
 

 

 

第１０回土地家屋調査士特別研修 

考査 問題用紙 

 

 

注意事項 

１．開始の合図があるまで，問題用紙を開いてはいけません。 

２．落丁・乱丁以外の交換には応じません。 

３．考査時間は，択一式と記述式で午後２時から午後４時までの２時間です。 

４．択一式と記述式の答案用紙それぞれに，『氏名』，『受講区分』，『ブロック名』及

び『ブロック通番』を忘れずに記入してください。 

  なお，ブロック通番は，３桁で記入してください。（記入例参照） 

   （例）ブロック通番が１５番の場合は，百の位に「０」，十の位に「１」，一の位に「５」 

５．択一式問題は，第１問から第１５問までの全１５問です。 

６．記述式問題は，大問が第１問と第２問の２問あります。（第１問は小問１から小問４

まで。第２問は小問１から小問２まで。） 

７．考査開始の合図と同時に問題用紙を確認してください。もし，落丁や乱丁がありまし

たら，ただちに考査監督者に申し出てください。 

８．答は，択一式と記述式の答案用紙それぞれに記入してください。 

９．択一式と記述式の答案用紙それぞれへ，解答に関係のないことを書いた場合は，その

答案用紙を無効にすることがあります。 

10．択一式は黒鉛筆（ＨＢ又はＢ），記述式はペン（黒又は青）で記載してください。 

  なお，記述式の解答を修正する場合は，二重線で消して訂正してください。 

11．巻末に下書き用紙を付けてありますので，適宜，使用してください。 

12．机の上に筆記用具以外を出しておくことは禁止しています。携帯電話・ＰＨＳ等は，

必ず電源を切り，鞄等にしまってください。 

13．考査問題に関する質問には，一切お答えしません。 

14．途中退出は，考査開始３０分後から考査終了１０分前まで可能です。途中で退出した

場合は，考査会場へ再入場できません。 

15．提出していただくのは，答案用紙のみです。問題用紙は持ち帰ることができます。 

  ただし，途中で退出する場合は，持ち帰ることはできません。 

 

 

日本土地家屋調査士会連合会 
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択一式問題 
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第 １ 問 学問の自由と教育を受ける権利に関する次の１から４までの記述のうち，判

例がある場合には，判例の趣旨に照らし正しいものを一つ選びなさい。 

    １ 学問の自由の内容には，学問研究の自由と教授の自由が含まれるが，研究

発表の自由は含まれない。 

    ２ 学問の自由を保障するための大学の自治は，教授その他の研究者の人事に

ついて認められるが，施設や学生の管理については認められない。 

    ３ 初等中等教育機関においては，教師の教授の自由及び親の教育の自由はい

ずれも保障されていない。 

    ４ 教育を受ける権利の社会権としての側面として，国は，教育制度を維持し，

教育条件を整備すべき義務を負う。 

 

 

第 ２ 問 内閣に関する次の記述のうち，正しいものを一つ選びなさい。 

    １ 内閣総理大臣は，国会議員の中から国会の議決で，これを指名する。 

    ２ 条約の締結は天皇の国事行為であるが，内閣の助言と承認を必要とし，内

閣総理大臣がその責任を負う。 

    ３ 内閣総理大臣が国務大臣を罷免するには，国会の承認を必要とする。 

    ４ 日本国憲法の改正は，内閣が発議し，国会の両議院において出席議員の３

分の２以上の賛成を得ることにより成立し，天皇が公布する。 

 

 

第 ３ 問 制限行為能力者に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ

選びなさい。 

    １ 未成年者の法定代理人になることができるのは，親権者のみである。 

    ２ 被保佐人は，保佐人の書面による同意がなければ，借入れをすることがで

きない。 

    ３ 成年被後見人は，事理を弁識する能力を回復しても，行為能力の制限を解

かれるためには，後見開始の審判が取り消されなければならない。 

    ４ 未成年者が詐術を用いて相手方に自らが成年者であると信じさせて締結

した契約であっても，未成年者の親権者は，未成年者がした契約であること

を理由に取り消すことができる。 
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第 ４ 問 代理に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選びなさい。 

    １ 代理権は，委任契約によらない限り，発生することはない。 

    ２ 無権代理行為の追認は，別段の意思表示がないときは，契約のときにさか

のぼってその効力を生ずる。 

    ３ 代理人の代理権は，その代理人が復代理人を選任したときは，消滅する。 

    ４ 無権代理人は，契約の相手が，当該契約が無権代理人によって締結された

ものであることを過失によって知らなかったときであっても，当該相手方に

対して損害賠償責任を負う。 

 

 

第 ５ 問 時効に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選びなさい。 

    １ 債権以外の財産権は，所有権を含め，２０年間行使しないときは時効によ

り消滅する。 

    ２ 時効により利益を受ける者は，時効の利益を時効完成前にあらかじめ放棄

することができる。 

    ３ 時効完成後に債務の承認をした債務者は，時効が完成したことを知らなか

ったことを理由として，消滅時効の主張をすることができる。 

    ４ 消滅時効が中断すると，それまでに経過した時効期間は失効し，その中断

の事由が終了した時から，新たに時効が進行する。 

 

 

第 ６ 問 占有に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ選びな

さい。 

    １ 占有権は，自己のためにする意思をもって物を所持することによって取得

することができ，占有代理人による占有によっても取得することができる。 

    ２ 悪意の占有者は，果実を返還し，かつ，既に消費し，過失によって損傷し，

又は収取を怠った果実の代価を償還する義務を負う。 

    ３ 占有回収の訴えは，占有者が占有を侵奪された場合でなければ認められず，

詐取による場合は認められない。 

    ４ 占有者が占有を妨害されるおそれがあるときは，占有保全の訴えにより，

その妨害の予防措置を請求することができるが，損害賠償の担保を請求する

ことはできない。 
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第 ７ 問 甲土地を所有し所有権の登記名義人となっているＡからＢが甲土地

を買い受けた場合に関する次の１から４までの記述のうち，判例の趣旨に照ら

し正しいものを一つ選びなさい。 

    １ Ｂは，甲土地について別途Ａから譲渡を受けた第三者に対して，甲土地の

所有権の移転の登記を経なくても，甲土地の所有権の取得を対抗することが

できる。 

    ２ Ｂは，甲土地について占有を開始した不法占拠者に対して，甲土地の所有

権の登記を経なければ，甲土地の所有権の取得を対抗することができない。 

    ３ Ｂが，甲土地の所有権の移転の登記を経た後，ＡがＢによる詐欺を理由と

してＡＢ間の甲土地の売買契約を取り消した。この場合，Ａは，その後にＢ

から甲土地を購入した第三者に対して，甲土地の所有権の取得を対抗するこ

とができない。 

    ４ Ｂは，甲土地の所有権の移転の登記を経た場合には，ＡＢ間の甲土地の売

買契約の前から甲土地を占有し，当該売買契約から１年後に甲土地について

の取得時効が完成した第三者に対して，甲土地の所有権の取得を対抗するこ

とができる。 

 

 

第 ８ 問 民法上の担保物権に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているもの

を一つ選びなさい。 

    １ 留置権者は，留置物を換価して優先弁済を受けることはできないが，留置

物から生じた果実からは優先弁済を受けることができる。 

    ２ 建物の賃貸人の先取特権は，賃借人がその建物に備え付けた動産について

存在する。 

    ３ 質権者が質物の占有を継続していれば，その被担保債権の消滅時効は中断

する。 

    ４ 抵当権者は，被担保債権の全部の弁済を受けるまでは，抵当の目的物全体

について抵当権を実行することができる。 
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第 ９ 問 相殺に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ選びな

さい。 

    １ 相殺の意思表示には，条件又は期限を付することはできない。 

    ２ 債務が不法行為によって生じたものである場合，その債務者は，相殺をも

って債権者に対抗することができない。 

    ３ 相殺禁止の特約は，債権者と債務者の間で締結することができるが，善意

の第三者に対抗することはできない。 

    ４ 時効によって消滅した債権の債権者は，時効消滅した債権が時効完成以前

に相殺に適するようになっていたとしても，当該債権を自働債権として相殺

することはできない。 

 

 

第１０問 賃貸借契約に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選び

なさい。 

    １ 賃借物の一部が賃借人の過失によらないで滅失したときは，賃借人は，そ

の滅失した部分の割合に応じて，賃料の減額を請求することができる。 

    ２ 建物の賃借人は，賃貸人が修繕すべき屋根からの雨漏りを自らの費用で修

繕したときは，賃貸人に対して，契約終了時でなければ，修繕費用全額の償

還を請求することができない。 

    ３ 建物賃貸借契約において賃料不払があったときは，賃貸人は，敷金を未払

賃料に充当した上でなければ，不足額を請求することができない。 

    ４ 期限の定めのない賃貸借契約においては，賃貸人は，いつでも解約の申入

れをすることができ，これによって契約は直ちに終了する。 

 

 

第１１問 役務提供を内容とする契約に関する民法上の定めについて，次の１から４ま

での記述のうち，誤っているものを一つ選びなさい。 

    １ 請負契約は，当事者の一方がある仕事の完成を約束し，相手方がその仕事

の結果に対してその報酬を支払うことを約することによって，その効力を生

ずる。 

    ２ 請負契約において，目的物の引渡しを要するときは，注文者は請負人に対

し，その引渡しと同時に報酬を支払わなければならない。 

    ３ 寄託契約において，報酬の支払の合意をした場合でも，受寄者は，自己の

財産に対するのと同一の注意をもって，寄託物を保管すれば足りる。 

    ４ 委任契約に特約がないときは，受任者は委任者に対して報酬を請求するこ

とができない。 
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第１２問 Ａが１億円の現金を残して死亡した。Ａには，妻Ｂ，Ｂとの間の子Ｃ及びＤ

がおり，他に相続人はいない。ＣはＡが死亡する２年前に１０００万円の特別

受益を受けており，また，Ｄには２０００万円の寄与分が認められている。こ

の場合におけるＢ，Ｃ及びＤの具体的相続分の額を記載した次の１から４まで

のうち，正しいものを一つ選びなさい。 

    １ Ｂが５０００万円，Ｃが１５００万円，Ｄが３５００万円 

    ２ Ｂが５０００万円，Ｃが１２５０万円，Ｄが３７５０万円 

    ３ Ｂが４５００万円，Ｃが１５００万円，Ｄが４０００万円 

    ４ Ｂが４５００万円，Ｃが１２５０万円，Ｄが４２５０万円 

 

 

第１３問 訴えに関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ選びな

さい。 

    １ 地方裁判所に対してする訴えの提起は，訴状を裁判所に提出してしなけれ

ばならない。 

    ２ 裁判所は，訴訟の全部又は一部がその管轄に属しないと認めるときは，申

立てにより又は職権で，これを管轄裁判所に移送する。 

    ３ 訴訟係属中に被告が死亡したときは，裁判所は，訴えを却下する。 

    ４ 裁判所に係属する事件については，当事者は，更に訴えを提起することが

できない。 

 

 

第１４問 文書提出命令に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一

つ選びなさい。 

    １ 文書の所持者は，技術又は職業の秘密に関する事項で，黙秘の義務が免除

されていないものが記載されている文書の提出を拒むことができる。 

    ２ 文書提出命令の申立てについての決定に対しては，不服申立てをすること

ができない。 

    ３ 当事者が文書提出命令に従わないときは，裁判所は，当該文書の記載に関

する相手方の主張を真実と認めることができる。 

    ４ 第三者が文書提出命令に従わないときは，裁判所は，決定で，２０万円以

下の過料に処する。 
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第１５問 土地家屋調査士法第３条第２項に規定する土地家屋調査士（以下「認定土地

家屋調査士」という。）の業務に関する次のアからエまでの記述のうち，正し

いものは幾つあるか。 

    ア 認定土地家屋調査士でない土地家屋調査士は，筆界特定の手続における代

理人として，期日に出席して口頭で意見を述べることはできるが，代理人と

して意見書を筆界特定登記官に提出することはできない。 

    イ 認定土地家屋調査士は，弁護士と共同で民間紛争解決手続代理関係業務を

受任し，その民間紛争解決手続が開始された場合には，弁護士に相談するこ

となく当該手続外において単独で依頼者の相手方と和解のための交渉を行

うことができる。 

    ウ 民間紛争解決手続代理関係業務を行うことを目的とする土地家屋調査士

法人における民間紛争解決手続代理関係業務については，認定土地家屋調査

士である社員のみが業務を執行する権利を有し，義務を負う。 

    エ 認定土地家屋調査士は，同一の依頼者から民間紛争解決手続代理関係業務

及び表示に関する登記の申請手続の代理を受任し，依頼者の秘密を知った場

合には，その秘密が民間紛争解決手続代理関係業務に関するものであるか表

示に関する登記の申請手続に関するものであるかを問わず，正当な事由なく

その秘密を他に漏らしてはならない。 

    １ １個 

    ２ ２個 

    ３ ３個 

    ４ ４個 
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第１問 

 別紙Ａ及びＢの言い分に基づいて，以下の各小問に答えなさい。 

 なお，別紙概略図はＡ及びＢの言い分に基づく概略図である。 

 

[小問１] 

 認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として，平成２７年４月時点において，民間紛

争解決手続としての調停を申し立てようとする場合（弁護士との共同受任を前提とす

る。），申立の趣旨をどのように記載すべきか。簡潔に記載しなさい。 

 

[小問２] 

 小問１で解答した申立の趣旨は，法的にはどのような請求か，簡潔に記載しなさい。 

 

[小問３] 

 小問２で解答したＡの法的請求に対して，Ｂは，別紙概略図ア，オ，カ，エ，アの各

点を順次直線で結んだ範囲の土地を取得した原因として，どのような主張をすることが

できるか。Ｂの法的主張の概要とＢの主張すべき具体的事実を箇条書きで記載しなさい。 

 

[小問４] 

 Ｂによる小問３の主張に対して，Ａはどのような反論ができるか。その概要とＡの主

張すべき具体的事実を箇条書きで記載しなさい。 
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（別紙） 

 

〔Ａの言い分〕 

１ 私は，Ｄから，平成２６年３月１０日，○○市○○町１２３番１の宅地（甲土地）

を購入しました。甲土地の隣地には，Ｂの所有する○○市○○町１２３番３の宅地（乙

土地）があり，Ｂは，乙土地上に建物を所有し，居住しています。 

 

２ 概略図ア，エ，カ，オ，アの各点を順次直線で結んだ範囲（係争土地）は，Ｂが駐

車場として使用しているようです。 

  しかし，私は，Ｄから，甲土地を購入した際，係争土地は甲土地の一部であり，Ｂ

に対しては無償で貸しているだけであるという説明を受けていました。そこで，確認

してみると，カ点には界標が設置されていましたし，Ｄの話では，カ点に界標を設置

する際にはＣが立ち会って境界を確認したとのことでした。 

  そのため，私は，Ｄの説明を疑ったりはしませんでした。 

 

３ そこで，先日，早速，Ｂのところに行って，「甲土地の所有権を取得したので，係

争土地を返還して下さい。」と申し入れました。 

  ところが，Ｂは，係争土地は乙土地の一部であると回答し，返還に応じてくれませ

んでした。 

 

４ しかし，カ点には界標が設置されていますし，また，係争土地が乙土地の一部であ

るとすれば，乙土地の地積は１６５．５０㎡となるはずですが，甲土地と乙土地が分

筆された際の地積測量図にもＣＤ間の売買契約書にも，乙土地の地積は１４５．５０

㎡と表示されています。 

 

５ したがって，係争土地が甲土地の一部であり，私にその所有権があることは明らか

なので，Ｂの言い分は無理があると思います。 

 

〔Ｂの言い分〕 

１ 私は，自ら所有する乙土地上に建物を所有し，居住しています。 

  乙土地とその隣地である甲土地は，元々は，Ｄの所有する一筆の土地で，そのうち

現在の乙土地に相当する部分は，私の父であるＣが，Ｄから賃借し，建物を建築して

居住していました。その後，ＣがＤから現在の乙土地に相当する部分を購入するとい

う話になったため，Ｄは甲土地と乙土地を分筆し，平成８年４月１日，ＣはＤから乙

土地を購入しました。 

  平成１５年９月１１日，Ｃが死亡し，他に相続人がいなかったので，私がＣを単独
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で相続しました。 

 

２ 係争土地は，Ｃの生前は，Ｃが自ら駐車場として使用していました。相続後は，私

が，Ｃの建てた乙土地上の古い建物を取り壊して，乙土地上に新たに現在の建物を新

築しました。その際，概略図イ，ア，エの各点を結んだ線上に金網のフェンスを設置

した上で，係争土地を第三者（※）に駐車場として賃貸するようになりました。 

 

３ 先日，Ａから，「甲土地の所有権を取得したので，係争土地を返還して下さい。」

との申入れがありました。その時，Ａは，係争土地は，ＤがＣに対して無償で貸して

いただけであると言っていました。 

  しかし，私はＣからそのような話は聞いておらず，係争土地は乙土地の一部であり，

相続により私が所有権を取得したと思っていました。 

 

４ また，Ａからは，カ点には界標が設置されているとか，甲土地と乙土地の地積から

も，係争土地が甲土地の一部であることは明らかであるとも言われました。 

  そこで確認したところ，確かに，カ点には古いコンクリート杭が設置されており，

乙土地の地積に関する地積測量図，ＣＤ間の売買契約書の記載もＡの言い分に沿うも

のでした。しかし，私は，このようなことはＣからは何も聞いていませんでしたので，

係争土地は自分のものだと信じていました。 

 

５ 私としては，乙土地を長年自分の土地だと思って使ってきましたし，その間，Ｄか

ら，越境しているなどというクレームを受けたこともありませんでした。また，金網

のフェンスを設置する時も何の問題もありませんでした。 

  ですから，Ａの言い分にはどうしても納得できません。 

 

 （※）第三者は，当該紛争に係りのない人物である。 

 



　金網フェンス

ア イ

ウエ

オ

カ

甲土地

乙土地

（123番1）

（123番3）

隣　地

隣　地

公
　
道

概略図

杭

公　道
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第２問 

 認定土地家屋調査士Ｘは，Ａ，Ｂ，Ｃ３名から，その共有している甲土地（共有持分

は各３分の１）の隣地であるＹ所有の乙土地上にあるＹ所有の丙建物が，甲土地との境

界を越えて甲土地上に建築されているので，Ｙに対し，甲土地にはみ出した丙建物を取

り壊すよう求めたいとの依頼を受けた。 

 

[小問１] 

 Ｘは，Ａ，Ｂ，Ｃ３名からその民間紛争解決手続の代理を受任（弁護士との共同受任

を前提とする。）するにあたり，Ａ，Ｂ，Ｃに対し，土地家屋調査士としての職業倫理

の観点から，どのようなことを伝えておくべきか。Ｘが伝えるべき具体的内容を，解答

欄に１５０字以内で記載しなさい。 

 

[小問２] 

 民間紛争解決手続が行われ，Ｙから，その所有する丙建物の一部が甲土地との境界を

越えて甲土地上に建築されていることを認めるとともに，これを取り壊すまでの間Ａ，

Ｂ，Ｃに対し和解金として金９０万円を支払うとの和解案が示された。 

 ＡとＢはこの案に賛成し，それぞれＡ，Ｂ，Ｃの３人で各金３０万円ずつ分配するこ

とに同意したが，Ｃはこれまで甲土地を管理し，また本件手続の申立てに尽力したこと

もあって，どうしても金５０万円を受け取りたいので和解に応じることはできないと主

張した。 

 このような場合，ＸはＣの代理人を辞任し，ＡとＢの代理人として手続を行うことが

できるか。その結論と理由をそれぞれの解答欄（理由については２００字以内）に記載

しなさい。 
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